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４（３）統計行政体制の見直し
② 地方統計機構の活性化

（ア）国の委託する統計調査事務等の手法の見直し・高度化
国が都道府県の統計主管課などの地方統計機構に委託する事務等について、地域

に応じた手法の見直しや高度化を促進することとし、総務省は、本年度中に地域ご
との事務等の状況やそれを取り巻く環境を具体的に把握するとともに、来年度から
２年間、協力の得られた地方統計機構で見直しや高度化を試行的に行い、これを踏
まえて、2020年度から取組を本格化させる。
このため、総務省は、見直しや高度化のメニューと支援策を含む地方統計機構の

将来ビジョンを策定し、これを活用して見直し・高度化プランを提案する地方統計
機構に必要な支援を行う。

（イ）地方別表章や県別表章の充実
総務省は、各府省と連携し、地域統計機構の実情や利活用ニーズ等を踏まえつつ、

地域ブロックの標準化、都道府県別表章の充実に向けた上乗せ調査の支援、推計・
提供方法等の在り方等の検討・研究を進め、結論の得られた取組から順次実施する。

（ウ）地方統計機構の人材育成・人的支援等
総務省は、地方統計機構の職員を国の統計機構で受け入れてＯＪＴと研修で育成

する枠組や、地方統計機構の要請により国の統計機構の職員を派遣する枠組を整備
する。
また、統計研究研修所を活用しつつ、オンライン研修の充実、優れた分析の事例

や技術等に関する情報の定期的な提供等を推進するとともに、地域の大学等の専門
家の活用等の先進事例を横展開を含め、大学等と地方統計機構との連携を強化する。

「統計改革推進会議最終取りまとめ」（抜粋）
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Ⅰ 課題の概要

 プライバシー意識の高まりによる統計調査に対する協力意識の低下、オートロックマンション
や単身世帯の増加に伴う面接困難世帯の増加など、統計調査を巡る環境は一層厳しさ
を増し、統計調査員の高齢化も進展（６割強が60歳以上）

 一方、都道府県において国の統計調査に従事する統計専任職員数は、国の定員合理化
計画に準じて一貫して減少（10年前と比べて約２割減）しているほか、統計に携わる市
町村職員の８割強は統計以外の業務（選挙事務等）を兼務

 ＥＢＰＭの推進の重要性が高まる一方、地方においては、都道府県別表章の充実のた
めに国が実施する統計調査に上乗せした調査を行うことや、独自の県民経済計算・都道
府県別産業連関表の作成・提供など、政策立案のための統計ニーズは高まっているものの、
十分な対応ができていない
⇒ 地域ごとの課題の実情や問題点について、都道府県統計主管課に対してヒアリングを
行い、地域ごとの事務等の状況やそれを取り巻く環境を具体的に把握



＜ヒアリングにおける主な意見＞
（統計分析等に関する支援）
 現在は個人的なつながりで大学の先生等に相談している状況であるが、県単位で対応す
るのにも限界があり、国に統計分析に関する相談窓口を設置してもらえるとありがたい。

 ブロックレベルでの開催で構わないので、国の研究研修部門から、研修講師の派遣やＥＢ
ＰＭに関するオンライン研修の充実などの支援をお願いしたい。

（小地域統計に関するニーズへの対応）
 地域レベルにおいては、 例えば、 市町村別・産業別の平均賃金など、国の調査ではサン
プル数の少なさから公表できない統計データにニーズがあり、 こうしたニーズにどのように対応し
ていくかが課題。

（精度向上に向けた審査関連面の改善）
 統計値に対する影響が大きく、集計上必要不可欠な情報を有する報告者については、
専門チームを編成して派遣するなど、何らかの対応を検討する必要があるのではないか。

 限られた人数で短期間に審査を行っているため、全項目のエラーを解消するのは困難であ
る。早期公表との兼ね合いもあるが、精度向上を図るのであれば、審査期間の延長が必要。

Ⅱ ヒアリングにおける主な意見 ①
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（ア）国の委託する統計調査事務等の手法の見直し・高度化



Ⅱ ヒアリングにおける主な意見 ②
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（イ）地方別表章や県別表章の充実

＜ヒアリングにおける主な意見＞
（上乗せ調査の支援等）
 毎月勤労統計調査について、毎月、県単位でのデータ集計及び結果公表を行っている。
県単位での結果は安定性に欠け、サンプルを増やしたいのだが、どの程度上乗せ調査すれば
良いのかわからない。標本設計の方法を教えてほしい。

 県輸出関係調査を県の調査として行っている。具体的には、工業統計調査を実施する際、
製造業のうち輸出を行っている事業所を対象に行っている。従前は両調査を同時に実施し
ていたため問題なくできていたが、工業統計調査は見直しが予定されており、見直し後に単
独で予算、精度を確保できるかが課題となる。今後、本調査の継続について判断することと
なるが、継続する場合に国の支援があると助かる。

（国による都道府県別データ提供の充実）
 県民経済計算や産業連関表作成において重要となる産業部門別の移出入データの提
供及び総務省の科学技術研究調査や経済産業省の第3次産業（サービス産業）活動
指数に係る都道府県別表章の提供を検討していただきたい。



Ⅱ ヒアリングにおける主な意見 ③
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（ウ）地方統計機構の人材育成・人的支援等

＜ヒアリングにおける主な意見＞
【地方統計機構職員の国の統計機構での受け入れ、国の統計機構職員の派遣について】
（国との人事交流のメリット）
 課としては、数年前の総務省統計局との人事交流の成果・効果は高かったと判断している。統計局
職員の受け入れにより、分析の指導を受け、分析能力も上がり、課職員の意識改革も進んだ。また、統
計局とその後のチャンネルができていることも本当にありがたい。人事当局の意向もあり、課の意向がその
まま通る状況にはないものの、必要性が理解してもらえるように対応すれば、今後の人事交流の可能性
もあり得るものと考えている。

 人事交流は、国の仕事を学べるだけでなく、国の方との人脈もできることから、有益なことだと考えてい
る。２～３年派遣していれば、本人のバックボーンにもなり、大きな財産となるのではないか。派遣の経
験は、課レベルでは難しいが、部レベルではキャリアに色が付くこともあり得ると考えられる。人事の方でも、
国への派遣の経験は考慮するだろう。国への派遣だけではなく、国からの派遣も受ける交換人事というこ
とであればマンパワーも減らないので、理想的ではないか。

（ＥＢＰＭ人材の派遣要望）
 国からの派遣については、ＥＢＰＭに精通している人材を派遣していただけるとありがたい。今年度か
らＥＢＰＭに着手しているが、一からスペシャリストを育成していくことは難しいので、そのニーズは大きい。

（地方公共団体の人事配置上の課題）
 統計行政においては、国と地方の役割分担が制度的に確立しているため、業務を実地で経験すると
いう意味では相互に意義があるが、県においては概ね3～4年の異動サイクルがあり、統計業務に関する
専門職の配置がないことから、国への派遣で得た各種スキルを継続的に活用することが難しい。



Ⅱ ヒアリングにおける主な意見 ④
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（ウ）地方統計機構の人材育成・人的支援等（続き）

＜ヒアリングにおける主な意見＞
【地域の大学等との連携強化について】
（大学教員等の非常勤職員としての活用）
 大学との連携については、統計以外の分野では連携を図っているが、統計分野ではない。当県で非
常勤職員として雇用している統計分析専門員（大学教授）は、大学との連携ということではなく、県
幹部との個人的なつながりでお願いしているものである。統計相談は、事前に用紙で提出されたもので
昨年度74件あり、年々増加傾向にある。市町村からも受け付けており、アンケートの質問項目の設問
の作成方法などに関する相談がある。

 大学研究室のポスドクを非常勤職員として採用している。業務としては、他部局等からの要請に応じ
て、統計手法（標本設計、データ分析）等について助力をいただいている。研究室と連携するに至っ
た経緯としては、以前、民間出身の知事がデータ分析に注力していたため、民間や大学の有識者を当
たっていたところ、当該大学の研究室に縁があったもの。

（大学との連携によるインターンシップの実施）
 県内の大学と統計調査に関する教育の協働推進に関する覚書を交わし、統計・統計調査をテーマと
した学生インターンシップを実施している。本インターンシップは、自治体協働型であり、全５日間の中で、
現役の統計調査員との意見交換を踏まえたグループワークや、実践を見据えた公的統計データ活用・
分析の演習も実施している。また、本講座の受講を通じて、卒業単位としても一単位が得られる。

（情報共有の提案）
 都道府県統計主管部課長会議や研修会等において、大学との連携事例の周知や発表があれば、
興味を持った自治体が取り組みやすいのではないか。



Ⅲ まとめ
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〇 国の委託する統計調査事務等の手法の見直し・高度化については、統計分析等に関す
る支援や市町村別などの詳細な統計への要望、統計精度向上のための審査面での改善に
ついての指摘がみられた。

〇 地方別表章や県別表章の充実については、上乗せ調査を行う際の技術面での支援や、
国による都道府県別データ提供の充実に関する指摘がみられた。

〇 地方統計機構職員の国の統計機構での受け入れ、国の統計機構職員の派遣について
は、国との人事交流のメリットやＥＢＰＭ人材の派遣要望があった一方、地方公共団体の
人事配置上の課題についての指摘がみられた。

〇 地域の大学等との連携強化については、大学教員等を非常勤職員として活用している例
や大学との連携によりインターンシップを実施した例が挙げられたほか、会議等の場での情報
共有に関する提案があった。

以上の指摘等を踏まえ、今後、地方統計職員への研修の充実、国・地方の統計
職員の人事交流の促進などについて検討を進めるとともに、地方における好事例の
横展開など、緊密な情報共有を推進する必要
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